































































































































































































全　体 第1部門 第2部門 第3部門 第4部門
年 人数 （％） 人数 （％） 人数 （％） 人数 （％） 人数 （％）
1968（昭和43）49006｝ 10752 一 17151一 9169 一 11927一
1971（昭和46）506301．1 8717 一6．8 18694 2．9 9932 2．7 132833．7
1974（昭和49）513410．2 7240 一6，2 19290 0．8 104391．4 143392．4
1977（昭和52）536491．5 6542 一3．3 19867 1．0 116933．9 155062．6
1979（昭和54）547370．9 5942 一4。2 20101 0．5 123072．3 163072．3
1982（昭和57）578881．9 5656 一1．6 21129 1．7 129061．6 180833．5
1987（昭和62）605020．9 4970 一2．6 21647 0．5 138841．5 198731．9
1992（平成φ 657561．7 4216 一3．2 22768 1．0 150911．7 232163．2
























年　度 組織率（％） 年度 組織率（％） 年　度 組織率（％）
1969（昭和44） 35．2 1980（昭和55） 30．8 1991（平成3） 24．5
1970（昭和45） 35．4 1981（昭和56） 30．8 1992（平成4） 24．4
1971（昭和46） 34．9 1982（昭和57） 30．5 1993（平成5） 24．2
1972（昭和47） 34．3 1983（昭和58） 29．7 1994（平成6） 24．1
1973（昭和48） 33．1 1984（昭和59） 29．1 1995（平成7） 23．8
1974（昭和49） 33．9 1985（昭和60） 28．9 1996（平成8） 23．2
1975（昭和50） 34．4 1986（昭和61） 28．2 1997（平成9） 22．6
1976（昭和51） 33．7 1987（昭和62） 27．6 1998（平成10） 22．4
1977（昭和52） 33．2 1988（昭和63） 26．8 1999（平成11） 22．2
1978（昭和53） 32．6 1989（平成1） 25．9 2000（平成12） 21．5
1979（昭和54） 31．6 1990（平成2） 25．2 2001（平成13） 20．7
（出典：厚生労働省大臣官房統計情報部『日本の労働組合の現状』）
表3　企業規模別民営企業の組合員数の推移

























1997（平成9）9，609，888 4，85519．8 5，697，418975 58．4 2，407，5501，197 20．1 40q2342，663 1．5
1998（平成10）9，457，989 4，8149．6 5，575，424980 56．9 2，371，5721，213 19．6 388，6542，596 1．5
1999（平成11）9，211，750 4，75119．4 5，408，466945 57．2 2，306，3591，181 19．5 375，1512，598 1．4
2000（平成12）8，975，221 4，79618．7 5，274，300974 54．2 2．246β751，197 18．8 360，5992，596 1．4


























































































経過年数 1年未満 1年～2年未満 2年～3年未満 3年～4年未満 4年～5年未満5年以上 無回答




増　減 非常に増えた やや増えた 変わらない やや減った 判断できない 無回答





非常に増えた やや増えた 変わらない やや減った 判断できない 無回答
7～8時間未満 0 7．1 57．1 28．6 7．1 0
8～9時間未満 1．4 13．7 75．3 9．6 0 0
9～10時間未満 6．3 21．8 60．6 7．7 2．8 0．7
実働時間
10～斗2時間未満 10．6 34．1 50．0 2．9 2．4 0
12時間以上 323 25．8 29．0 3．2 6．5 3．2










非常に増えた やや増えた 変わらない やや減った 判断できない 無回答
非常によい 0 14．3 85．7 0 0 0
ややよい 0 23．1 65．4 11．5 0 0
かわらない 5．5 22．9 61．3 7．3 2．4 0．6
健康状態
やや悪い 27．0 42．9 23．8 1．6 3．2 1．6
非常に悪い 40．0 0 60．0 0 0 0













7時間未満 4．8 4．8 23．8 47．6 14．3 4．8
7～7．5未満 0 60．0 20．0 0 20．0 0
7．5～8未満 4．2 27．1 28．1 38．5 2．1 0
???????
8～8．5未満 0．9 13．2 30．2 48．1 7．6 0
8．5～9未満 4．6 18．2 50．0 27．3 0 0
9時間以上 1．1 10．5 39．0 41．1 6．3 2．1






















構成比 1．4 37．2 46．8 103 3．2 0．5 0．7
（出典：連合『裁量労働制に関する特別調査報告』2000，35頁を加筆）
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　さらに実働時間がみなし労働時間を上回るケースが多い（表8），あるいは業務において「上司と
相談し指示を受けている」者と「上司からの指示がよくある」者の合計が50％を越える（表9）など，
裁量労働制の骨子から逸脱していると思われる例も多い。
　「裁量労働制が長時間労働を助長する」という時短推進論者の主張を支持するようなこの調査結果
を見る限りでは，裁量労働制が労働者に「福音をもたらす」システムであるとは言い難い。この理由
については次章で考察したい。
4．考察
　以上，日本的経営と長時間労働との関係について論じてきたが，いくつかの間題についてここで考
察を試みたい。
（1）能力主義・成果主義と日本的経営との関係
　長い間，終身雇用や年功賃金は日本的経営の特質とされてきた。その後，不況や産業構造の変化等
によって能力主義・成果主義が導入されるようになり，終身雇用や年功賃金は姿を消そうとしてい
る。それでは能力主義・成果主義とそれに付随する労務管理方法は，日本的経営と趣の異なるものと
考えるべきであろうか。
　1．において，日本的経営を「自発的働き過ぎを誘発する経営手法」と定義したが，その根拠として
「個人生活を企業活動に従属させるためのシステム」の存在，すなわち「労資協調主義」「集団主義に
よる労資一体の運命共同体」「競争構造」「全員参加型経営」などの特質を列挙した。そして，これら
システムを円滑に運営するための手段として，終身雇用や年功賃金が長く存続してきたと言い表せる
であろう。
　ところが，能力主義や成果主義の導入に伴い，終身雇用や年功賃金にとって代わる合理的な労務管
理方法として年俸制や裁量労働制等が脚光を浴びるようになってきた。ここで考えたいのが，年俸制
や裁量労働制と「自発的働き過ぎ」の関係である。
　成果がそのまま賃金に反映されるという点で，確かに年俸制は成果主義において理に叶ったシステ
ムであろう。しかしながら，成果を出すために投入された時間に対する概念はほとんど織り込まれて
いないため，成果のために延々と時間を費やした，もしくは休日出勤で対応したといった場合はサー
ビス残業となる恐れがある。これはすなわち「自発的働き過ぎ」であり，本稿で定義した「日本的経
営」の問題点をそのまま引き継いでいることになる。
　また，年俸制に代表される成果主義が「成果を正当に評価する」ことよりも「賃金引下げ」に加担
しているという最近の傾向tlOを考えると，合理的と呼ばれる管理手法も結局は「劣悪で差別的な労働
条件」の助長，言い換えれば「日本的経営」の特質を帯びていると言わざるを得ない。
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（2）裁量労働制運用の問題点
　裁量労働が時間短縮にあまり奏功せず，却って健康に悪影響を及ぼしそうな状況である事が連合に
よる調査結果から垣間見えた。この理由について考えてみたい。
　まず，「当該業務が裁量労働制に適しているか？」という問題である。これは業務の内容のみなら
ず，周囲の環境といったものも含まれよう。前述の通り，裁量労働制の対象は，業務遂行の方法が大
幅に労働者の裁量に委ねられる必要がある職種となっている。しかし，いくら対象業務になっていて
も，裁量が発揮できない状況は存在する。
　例えば研究開発職やシステム設計者の場合，担当する業務に期限（納期）が厳密に設定されている
と，成果はもちろんのこと時間に追われることになる。そのため，納期に間に合わせるために長時間
労働や密度の高い労働が要求される。このような状態が恒常的になると，もはや時間短縮は望めなく
なる。また，チームで活動しているような場合は，チームの都合によって自らの裁量が制限され，結
局は余計に時間を費やすことも考えられる。
　次いで，「裁量労働制の解釈・運用を誤っていないか？」である。あくまでも業務の効率化を目的
に導入・運用されるべきシステムが，人件費の削減を目的として導入されているケースがかなり見ら
れるtl9。時間外手当が不要になる事は企業側にとっては好都合かもしれない。しかしこれは「サービ
ス残業」を労働者に強いていることに他ならない。
　さらに表9で見られたように，裁量労働制を導入していながら実際の業務で「上司の指示」を仰
ぐ場面が多い点も見逃すわけにはいかない。繰り返すが，裁量労働制の対象は業務遂行の方法が「大
幅に」労働者の裁量に委ねられる業務である。システムを導入しても，実際にはその骨子から逸脱す
るようなやり取りが日々展開されるようならば，裁量労働制の導入そのものを見直す必要があると言
わさるを得ない㈹。
　また「説明責任を果たしているか？」も考慮したい。どのような目的で裁量労働制を導入するのか，
メリットは何か，判断基準はどうなっているのか，将来の展望はどうか…など，裁量労働制の導入・
運用について明確な説明があってこそ，労働者の理解も得られやすいはずである㈹。「自律性の尊重」
などといった暖昧な説明では，労働者の不安が募るだけである。
　そして「運行状況を常にチェックしているか？」という問題である。システム自体の歴史が浅く，
また導入する業務・職場の置かれている事情もまちまちである。したがって，予期しない事態や期待
を裏切る状況に陥ることも考慮しなければならない。そこで，裁量労働制を導入した後もこまめにチ
ェックを入れながら，問題点に対しては適切かつ速やかな改善が必要になってくる。
　加えて，労働者の健康面のチェックも必要不可欠であろう㈲。
　「裁量労働には，自己の生命・健康に自分で配慮しながら労働時間を決め得るだけの独立性が要求
される事になる。ホワイトカラー業務への裁量労働制の適用が妥当なのは，この独立性が確保される
範囲の業務についてである」eaとする島田陽一の主張は，裁量労働制と健康障害との関係を示唆した
連合の調査結果と見事に合致している。裁量労働制が経営者だけでなく労働者にも有意義なシステム
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となるためには，まだまだ努力と工夫が必要と思われる。
おわりに
　「労働ストレス」の要因にあげられる「長時間・過重労働」について，その発生要因を「日本的経
営」と呼ばれる企業の経営姿勢と結びつけながら論じた。さらに今日的な労務管理手段である「裁量
労働制」を取り上げて，長時間労働との関係についても考えてみた。
　日本経済の躍進に大きな影響をあたえた「日本的経営」は，その手段を変えながら今日まで生き続
けている。その根底にあるのは「個人生活が企業活動に従属する企業中心社会」であり，「自発的働
き過ぎを誘発する経営手法」である。ストレスフルと呼ばれる労働環境の改善は，何よりも企業自ら
がこの根本姿勢から脱却できるか否かにかかっていると言えよう。
?
（1）あわせて，「日本型経営」という概念との区別も必要となるが，今回は本文中の表記は「日本的経営」に統一
　する。
（2）定年制や出向が存在するため，終身雇用（制）は「長期安定雇用慣行」といったほうが適切である（金森久雄・
　香西　泰編『日本経済読本（第14版）』東洋経済新報社，1997年，250頁。）が，便宜上「終身雇用（制）」と
　いう表現を用いる。
（3）大橋昭一・小田　章編著『日本的経営の解明』千倉書房，1995年，10頁。
（4）玉村博巳・今田　治編著『世紀転換期の日本と社会　脱日本的経営の検討』法律文化社，1996年，2頁。
（5）日本経営者団体連盟（日経連）は2002年5月に経済団体連合会（経団連）と統合し，日本経済団体連合会
　（日本経団連）となった。
（6）新・日本的経営システム等研究プロジェクト編著『新時代の「日本的経営」一挑戦すべき方向とその具体策一』
　日本経営者団体連盟，1995年，23頁。
（7）森岡孝二『企業中心社会の時間構造』青木書店，1995年，40頁。
（8）牧野富夫『「日本的経営」の崩壊とホワイトカラー』新日本出版社，1999年，37－44頁。
（9）牧野富夫　前掲書　37頁。
㈹熊沢　誠「日本的経営における働かせ方の論理」基礎経済科学研究所編『日本型企業社会の構造』労働旬報社，
　1992年，204－223頁。
（11）山下高之『「日本的経営」の展開』法律文化社，1991年，6頁。
⑯牧野富夫　前掲書　36頁。
㈹新・日本的経営システム等研究プロジェクト　前掲書　27頁。
⑯小磯彰夫『日本的経営の崩壊』三一書房，1996年，173－174頁。
㈹藤本　武「労働時間短縮の日本的障害について」労働総研労働時間問題研究部会編『日本の労働時間一賃下げ
　なしのワークシェアリソグと大幅時短への展望一』学習の友社，1994年，158－162頁。
㈹稲盛和夫『新しい日本　新しい経営』TBSブリタニカ，1994年，28頁。
㈹しばしば見受けられる企業側の「無責任で誠実さを欠く対応」もこれに含まれよう。過労死した社員の労災認
　定に際し，遺族側の協力要請を企業が拒否するといった事例において，脇山拓はこの企業の対応を「早出・残
　業せずにはこなせないようなノルマを課して働かせ，時間外手当を支払わずに利益をあげた揚句，すべてを労
　働者に押し付けてしまうという日本型経営の典型的な姿」と評した。（脇山拓「サービス残業と過労死」本多
　淳亮・森岡孝二編著『脱「サービス残業」社会』労働旬報社，1993年，130－131頁。）
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㈹拙稿「労働ストレス研究（2）一労働者のストレス要因一」『政治学研究論集』16号，明治大学大学院政治経済学
　研究科，67－69頁。
㈹荻原　勝『残業一“日本的”功罪を洗う』日本経済新聞社，1975年，17頁。
㈲長引く景気低迷等により「終身雇用制」の崩壊が進む昨今では，残業は「景気変動のクッショソ」よりも「人
　件費削減の手段」の色合いが強いとみられる。
㈲熊沢　誠　前掲書　219頁。
㈲十名直喜「日本型企業社会の構造」基礎経済科学研究所編r日本型企業社会の構造』労働旬報社，1992年，
　154－157頁。
⑳本多淳亮「賃金形態・労働時間法制とサービス残業」本多淳亮・森岡孝二編著『脱「サービス残業」社会』労
　働旬報社，1993年，88頁。
㈱一方，生産労働では「過密化」が進んでいることも見逃せない。佐久本朝一は技術革新と労働者との関係につ
　いて「技術革新は企業にとって，それまでと同じ量の生産を従前より短時間で行うことを可能にしたにもかか
　わらず，企業の目的は労働時間を短縮することではなく，従来と同じ時間でより多くの生産高をあげることで
　あった」と論じている。（佐久本朝一『日本的経営と過労シンドローム』中央経済社，1997年，38－41頁。）
㈲森岡孝二「サービス残業の経済学」本多淳亮・森岡孝二編i著『脱「サrビス残業」社会』労働旬報社，1993
　年，62頁。
㈲表中の「組織率」は各年度の「労働組合基礎調査」での労働組合員数を総務庁（現総務省）統計局の「労働力
　調査」での雇用者数で割ったものであり，正確には「推定組織率」となる。
㈲牧野富夫　前掲書　177頁。
㈲住友商事の常務取締役だった故鈴木朗夫氏は，かつてフランスの友人から痛烈な日本人批判を受けた。その友
　人は残業に明け暮れる日本のビジネスマソを仕事に対する義務のみに生きる「軍人」と称し，仕事・家庭・地
　域に対して等しく義務を果たす「市民」のフラソス人と区別した上で「軍人と市民が競争して市民が勝てるは
　ずがない」と論じた。このエピソードから佐高信は「世界の国々との共生のために，欧米並みの労働時間でも
　（企業）がやっていけるようにすること」を説いている。（佐高　信『豊かさのかげに』岩波書店，1992年，
　54－55頁。）
㈲本多淳亮　前掲書　86頁。
㈹例示した職種は「専門業務型」裁量労働制の対象である。
㈹新たに裁量労働制の対象になった業務は，①事業の運営に関する事項についての業務であり，かつ②企画・立
　案・調査・分析の業務であること。さらに③業務の性質上業務遂行の方法を大幅に労働者の裁量に委ねる必要
　がある業務であり，④業務遂行の手段，時間配分を具体的に指示しない業務であること。以上の4点をすべて
　満たすことを必要としている。これを「企画業務型」裁量労働制と称し，具体的には企業の本社等で中枢的業
　務を担うホワイトカラーの仕事を指している。（日本労働組合総連合会『企画業務型裁量労働制　職場で知っ
　ておきたいQ＆A一制度の内容と連合の考え方一』2000年，10－11頁。）
㈹画期的な新製品を産出すること。生産工程の改善である「プロセス・イノベーショソ」の対概念として用いら
　れる。
㈹社会経済生産性本部生産性研究所『ホワイトカラーの生産性向上のために』社会経済生産性本部，1995年，
　30頁。
（3D小林忠嗣『ホワイトカラーの「生産性向上」と「時短推進」一サラリーマソの意識革命一』ダイヤモンド社，
　1993年，117頁。
岡成瀬龍夫「現代日本のホワイトカラー」本多淳亮・森岡孝二編著『脱「サービス残業」社会』労働旬報社，
　1993年，96－102頁。
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